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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ワイヤレス環境内のアクセスポイントにおける電力制御を容易にするための方法であっ
て：
　隣接するアクセスポイントの存在を検出することと、なお、前記検出することは、前記
隣接するアクセスポイントの送信電力と、前記隣接するアクセスポイントのロケーション
とを示すデータを含む前記隣接するアクセスポイントからの放送信号を受信することを備
える；
　前記隣接するアクセスポイントの送信電力と、前記隣接するアクセスポイントの前記ロ
ケーションとを示す前記データを処理することによって、前記隣接するアクセスポイント
から受信される前記放送信号の受信信号強度を得ることと；
　前記得られた受信信号強度の関数として内部送信電力を変化させることと、なお、前記
内部送信電力は、前記アクセスポイントから信号を送信することに関連する；
　を備える方法。
【請求項２】
　前記変化させるステップは、固定された時間間隔に応じて前記変化させるステップを実
行すること、
　をさらに備える、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記変化させるステップは、前記アクセスポイントからの複数の信号送信のおのおのに
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先立って前記変化させるステップを実行すること、
　をさらに備える、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記変化させるステップは、前記得られた受信信号強度がしきい値を超過するかどうか
を決定すること、
　をさらに備え、
　前記変化させるステップは、前記得られた受信信号強度が前記しきい値を超過する場合
だけに前記変化させるステップを実行すること、
　をさらに備える、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　前記隣接するアクセスポイントに対してメッセージを送信すること、なお、前記メッセ
ージは、前記隣接する送信電力を低減させる要求を含む、
　をさらに備える、請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　前記隣接するアクセスポイントから応答メッセージを受信すること、
　をさらに備え、
　前記変化させるステップは、前記応答メッセージの関数として前記内部送信電力を変化
させること、
　をさらに備える、請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　ワイヤレス環境内のアクセスポイントにおける電力制御を容易にするためのシステムで
あって：
　隣接するアクセスポイントの存在を決定するように構成されたインターフェースコンポ
ーネントと、なお、前記インターフェースコンポーネントは、放送信号を受信することに
基づいて、前記存在を決定するようにさらに構成され、前記放送信号は、前記隣接するア
クセスポイントの送信電力と、前記隣接するアクセスポイントのロケーションとを示すデ
ータを含む；
　前記インターフェースコンポーネントと連結され、そしてコンピュータ可読命令を実行
するように構成された処理コンポーネントと、なお、前記命令は、前記隣接するアクセス
ポイントの送信電力と、前記隣接するアクセスポイントの前記ロケーションとを示す前記
データを処理することによって、前記隣接するアクセスポイントから受信される前記放送
信号の受信信号強度を得るための命令を含む；
　前記処理コンポーネントと連結され、そして前記コンピュータ可読命令を記憶するよう
に構成されたメモリコンポーネントと；
　前記処理コンポーネントと連結され、そして前記得られた受信信号強度の関数として内
部送信電力を調整するように構成された電力制御コンポーネントと、なお、前記内部送信
電力は、前記アクセスポイントからの信号を送信するために必要な電力の量である；
　を備えるシステム。
【請求項８】
　前記電力制御コンポーネントは、さらに、固定された時間間隔の後に前記内部送信電力
を調整するように構成されている、
　請求項７に記載のシステム。
【請求項９】
　前記電力制御コンポーネントは、さらに、前記アクセスポイントからの複数の信号送信
のおのおのに先立って前記内部送信電力を調整するように構成されている、
　請求項７に記載のシステム。
【請求項１０】
　前記処理コンポーネントは、さらに、前記得られた受信信号強度が、しきい値を超過す
るかどうかを決定するための命令を実行するように構成されており、
　前記電力制御コンポーネントは、さらに、前記得られた受信信号強度が前記しきい値を
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超過する場合だけに前記内部送信電力を調整するように構成されている、
　請求項７に記載のシステム。
【請求項１１】
　前記インターフェースコンポーネントは、さらに、前記隣接するアクセスポイントに対
してメッセージを送信するように構成されており、前記メッセージは、前記隣接する送信
電力を低減させる要求を含む、
　請求項７に記載のシステム。
【請求項１２】
　前記インターフェースコンポーネントは、さらに、前記隣接するアクセスポイントから
応答メッセージを受信するように構成されており、
　前記電力制御コンポーネントは、さらに、前記応答メッセージの関数として前記内部送
信電力を調整するように構成されている、
　請求項１１に記載のシステム。
【請求項１３】
　アクセスポイントにおける電力制御を容易にするように構成された少なくとも１つのプ
ロセッサであって：
　放送信号を受信することに基づいて、隣接するアクセスポイントの存在を検出するため
の第１のモジュールと、なお、前記放送信号は、前記隣接するアクセスポイントの送信電
力と、前記隣接するアクセスポイントのロケーションとを示すデータを含む；
　前記隣接するアクセスポイントの送信電力と、前記隣接するアクセスポイントの前記ロ
ケーションとを示す前記データを処理することに基づいて、前記隣接するアクセスポイン
トから受信される前記放送信号についての受信信号強度を得るための第２のモジュールと
；
　前記得られた受信信号強度の関数として内部送信電力を変化させるための第３のモジュ
ールと、なお、前記内部送信電力は、前記アクセスポイントから信号を送信することに関
連する；
　を備える少なくとも１つのプロセッサ。
【請求項１４】
　コンピュータに、隣接するアクセスポイントからの放送信号を受信している前記隣接す
るアクセスポイントの存在を検出するようにさせるための第１のセットのコードと、なお
、前記放送信号は、前記隣接するアクセスポイントの送信電力と、前記隣接するアクセス
ポイントのロケーションとを示すデータを含む；
　前記コンピュータに、前記隣接するアクセスポイントの送信電力と、前記隣接するアク
セスポイントの前記ロケーションとを示す前記データを処理することによって、前記隣接
するアクセスポイントから受信される前記放送信号の受信信号強度を得ることを実行させ
るための第２のセットのコードと；
　前記コンピュータに、前記得られた受信信号強度の関数として内部送信電力を変化させ
るようにさせるための第３のセットのコードと、なお、前記内部送信電力は、前記アクセ
スポイントから信号を送信することに関連している；
　を記憶するコンピュータ可読記録媒体。
【請求項１５】
　隣接するアクセスポイントの存在を検出するための手段と、なお、前記検出するための
手段は、前記隣接するアクセスポイントの送信電力と、前記隣接するアクセスポイントの
ロケーションとを示すデータを含む前記隣接するアクセスポイントからの放送信号を受信
するための手段を備える；
　前記隣接するアクセスポイントの送信電力と、前記隣接するアクセスポイントの前記ロ
ケーションとを示す前記データを処理することによって、前記隣接するアクセスポイント
から受信される前記放送信号の受信信号強度を得るための手段と；
　前記得られた受信信号強度の関数として内部送信電力を変化させるための手段と、前記
内部送信電力は、前記アクセスポイントから信号を送信することに関連している；
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　を備える装置。
【発明の詳細な説明】
【関連出願の相互参照】
【０００１】
　本願は、２００８年１月１７日に出願された「ネットワーク内の隣接するビーコンに基
づいた基地局電力設定を可能にするシステムおよび方法(SYSTEM AND METHOD TO ENABLE B
ASE STATION POWER SETTING BASED ON NEIGHBORING BEACONS WITHIN A NETWORK)」という
名称の米国仮特許出願第６１／０２１，７６７号の利益を主張するものである。
【技術分野】
【０００２】
　以下の説明は、一般にワイヤレス通信に関し、そしてより詳細にはネットワーク内の隣
接するビーコンに基づいた基地局電力設定を可能にするためのシステムおよび方法に関す
る。
【背景技術】
【０００３】
　ワイヤレス通信システムは、様々なタイプの通信を提供するために広く展開され、例え
ば、音声および／またはデータは、そのようなワイヤレス通信システムを経由して提供さ
れることができる。典型的なワイヤレス通信のシステム、またはネットワークは、１つま
たは複数の共用リソース（例えば、帯域幅、送信電力など）に対してマルチユーザのアク
セスを提供することができる。例えば、システムは、周波数分割多重化（ＦＤＭ：Freque
ncy Division Multiplexing）、時分割多重化（ＴＤＭ：Time Division Multiplexing）
、符号分割多重化（ＣＤＭ：Code Division Multiplexing）、直交周波数分割多重化（Ｏ
ＦＤＭ：Orthogonal Frequency Division Multiplexing）、高速パケット（ＨＳＰＡ：Hi
gh Speed Packet、ＨＳＰＡ＋）、他など、様々な多元接続技法を使用することができる
。さらに、ワイヤレス通信システムは、ＩＳ－９５、ＣＤＭＡ２０００、ＩＳ－８５６、
Ｗ－ＣＤＭＡ、ＴＤ－ＳＣＤＭＡなど、１つまたは複数の規格を実施するように設計され
ることができる。
【０００４】
　信頼できるワイヤレス通信システムを設計する際に、特別な注意が、特定のデータ送信
パラメータに対して与えられる必要がある。例えば、従来のワイヤレス通信システムにお
いては、基地局電力は、それがインストールされる場所のトポロジの詳細な知識に基づい
てハードセットされる(hard-set)（例えば、電力は、目標が主として受信地域を提供する
ことである可能性がある田舎のまばらなエリアに比べると、輻輳を軽減するために密集し
た大都市エリアで一般に低い）。セル間の干渉は、それ故に、送信電力の注意深い選択に
よって管理される。８０２．１１などのプラグアンドプレイ(plug-and-play)ネットワー
クにおいては、電力は、やはりハードセットされる。これは、より多くの８０２．１１基
地局がセットアップされるときに、深刻な干渉問題をもたらす可能性がある。したがって
、ワイヤレス環境において隣接する基地局からの可能性のある干渉を緩和するための方法
およびシステムを有することが望ましいことになる。
【０００５】
　現在のワイヤレス通信システムの上記に説明された欠陥は、単に従来のシステムの問題
のいくつかについての概略を提供するように意図されているにすぎず、網羅的であるよう
には意図されてはいない。従来のシステムに伴う他の問題と、ここにおいて説明される様
々な非限定的な実施形態の対応する利点とは、以下の説明の再検討のすぐ後に、さらに明
らかになることができる。
【発明の概要】
【０００６】
　以下は、そのような実施形態の基本的な理解を提供するために１つまたは複数の実施形
態の簡略化された概要を提示している。この概要は、すべての考えられる実施形態につい
ての広範囲にわたる概説ではなく、そしてすべての実施形態の主要なまたは不可欠な要素
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を識別するようにも、任意のまたはすべての実施形態の範囲を示すようにも、意図されて
はいない。その唯一の目的は、後で提示されるより詳細な説明に対する前置きとして簡略
化された形態で１つまたは複数の実施形態のいくつかの概念を提示することである。
【０００７】
　１つまたは複数の実施形態と、その対応する開示とに従って、様々な態様が、そのワイ
ヤレス環境の変化する干渉トポロジに応じて基地局の電力を適応させることを容易にする
ことに関連して説明される。そのような実施形態は、例えば、隣接する送信を監視するた
めに基地局にダウンリンクの中で定期的に「リッスン」させること、を含むことができる
。
【０００８】
　一態様においては、アクセスポイントにおける電力制御を容易にするための方法が、提
供される。そのような実施形態内において、アクセスポイントの無線到達範囲(radio rea
ch)内にある隣接するアクセスポイントの存在が、検出される。隣接するアクセスポイン
トに対応する信号強度は、その隣接する信号強度が、隣接するアクセスポイントの送信電
力の関数であるように確認される。次いで、アクセスポイントの送信電力は、隣接する信
号強度の関数として変化させられる。
【０００９】
　別の態様においては、アクセスポイントにおける電力制御を容易にするためのシステム
が提供される。そのような実施形態内において、プロセッサコンポーネントは、インター
フェースコンポーネントと、メモリコンポーネントと、電力制御コンポーネントとに結合
される。インターフェースコンポーネントは、無線通信を経由してアクセスポイントにア
クセス可能な隣接するアクセスポイントの存在を決定するように構成されている。この実
施形態においては、処理コンポーネントは、コンピュータ可読命令を実行するように構成
されており、そしてメモリコンポーネントは、コンピュータ可読命令を記憶するように構
成されている。命令は、隣接するアクセスポイントの信号強度を決定するための命令を含
み、ここで、信号強度は、隣接するアクセスポイントの送信電力に比例している。電力制
御コンポーネントは、そのときには、隣接する信号強度の関数としてアクセスポイントの
送信電力を調整するように構成されている。
【００１０】
　上記目的および関連した目的を達成するために、１つまたは複数の実施形態は、以下で
十分に説明され、そして特に特許請求の範囲の中で指摘される特徴を備える。以下の説明
と添付の図面とは、１つまたは複数の実施形態のある種の例示の態様を詳細に示している
。しかしながら、これらの態様は、様々な実施形態の原理が、使用されることができる様
々なやり方のうちの少しだけを示すにすぎず、そして説明される実施形態は、すべてのそ
のような態様と、それらの同等物とを含むように意図される。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】図１は、例示のワイヤレス通信システムを示している。
【図２】図２は、ネットワーク環境内においてアクセスポイント基地局の展開を可能にす
る例示の通信システムを示している。
【図３】図３は、ここにおいて説明される様々なシステムおよび方法と組み合わせて使用
されることができる一例のワイヤレスネットワーク環境の説明図である。
【図４】図４は、例示の干渉トポロジを示している。
【図５】図５は、主題の明細書の一態様に従ってアクセスポイントの送信電力を変化させ
ることを容易にする例示のシステムのブロック図を示している。
【図６】図６は、主題の明細書の一態様に従ってアクセスポイントの送信電力を変化させ
ることを遂行する電気コンポーネントの例示の結合の説明図である。
【図７】図７は、感覚データからアクセスポイントの送信電力を変化させることを容易に
する例示のシステムのブロック図を示している。
【図８】図８は、放送信号からアクセスポイントの送信電力を変化させるための例示の方
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法を示すフローチャートである。
【図９】図９は、複数のセルを含む、様々な態様に従って実施される例示の通信システム
の説明図である。
【図１０】図１０は、ここにおいて説明される様々な態様に従う例示の基地局の説明図で
ある。
【図１１】図１１は、ここにおいて説明される様々な態様に従って実施される例示のワイ
ヤレス端末の説明図である。
【詳細な説明】
【００１２】
　様々な実施形態が、次に図面を参照して説明され、ここで同様の参照番号は、全体を通
して同様な要素を意味するように使用される。以下の説明においては、説明の目的のため
に、非常に多数の特定の詳細が、１つまたは複数の実施形態の完全な理解を提供するため
に説明される。しかしながら、そのような実施形態（単数または複数）は、これらの特定
の詳細なしに実行されることができることを、明らかにすることができる。他の例におい
ては、よく知られている構造およびデバイスが、１つまたは複数の実施形態を説明するこ
とを容易にするためにブロック図形式で示される。
【００１３】
　ここにおいて説明される技法は、符号分割多元接続（ＣＤＭＡ）システム、時分割多元
接続（ＴＤＭＡ）システム、周波数分割多元接続（ＦＤＭＡ）システム、直交周波数分割
多元接続（ＯＦＤＭＡ）システム、単一キャリア－周波数分割多元接続（ＳＣ－ＦＤＭＡ
）システム、高速パケットアクセス（ＨＳＰＡ）システム、他のシステムなど、様々なワ
イヤレス通信システムのために使用されることができる。用語「システム」と、「ネット
ワーク」とは、多くの場合に交換可能に使用される。ＣＤＭＡシステムは、ユニバーサル
地上波無線アクセス（ＵＴＲＡ：Universal Terrestrial Radio Access）、ＣＤＭＡ２０
００などの無線技術を実施することができる。ＵＴＲＡは、広帯域－ＣＤＭＡ（Ｗ－ＣＤ
ＭＡ：Wideband-CDMA）と、ＣＤＭＡの他の変形と、を含む。ＣＤＭＡ２０００は、ＩＳ
－２０００規格と、ＩＳ－９５規格と、ＩＳ－８５６規格と、をカバーする。ＴＤＭＡシ
ステムは、移動通信用グローバルシステム（ＧＳＭ）などの無線技術を実施することがで
きる。ＯＦＤＭＡシステムは、進化ＵＴＲＡ（Ｅ－ＵＴＲＡ）、ウルトラモバイルブロー
ドバンド（ＵＭＢ）、ＩＥＥＥ８０２．１１（Ｗｉ－Ｆｉ）、ＩＥＥＥ８０２．１６（Ｗ
ｉＭＡＸ）、ＩＥＥＥ８０２．２０、フラッシュ－ＯＦＤＭ（Ｆｌａｓｈ－ＯＦＤＭ）な
どの無線技術を実施することができる。ＵＴＲＡと、Ｅ－ＵＴＲＡとは、ユニバーサルモ
バイル電気通信システム（ＵＭＴＳ）の一部分である。３ＧＰＰロングタームエボリュー
ション（ＬＴＥ）は、Ｅ－ＵＴＲＡを使用するＵＭＴＳの次にやってくるリリースであり
、これは、ダウンリンク上のＯＦＤＭＡと、アップリンク上のＳＣ－ＦＤＭＡとを使用す
る。
【００１４】
　単一キャリア周波数分割多元接続（ＳＣ－ＦＤＭＡ）は、単一キャリア変調と、周波数
ドメイン等化と、を利用している。ＳＣ－ＦＤＭＡは、ＯＦＤＭＡシステムのそれらに類
似した性能と、実質的に同じ全般的な複雑さと、を有する。ＳＣ－ＦＤＭＡ信号は、その
固有の単一キャリア構造のために、より低いピーク対平均電力比（ＰＡＰＲ：peak-to-av
erage power ratio）を有する。ＳＣ－ＦＤＭＡは、例えば、より低いＰＡＰＲが、送信
電力効率の観点からアクセス端末を非常に利する場合のアップリンク通信において、使用
されることができる。したがって、ＳＣ－ＦＤＭＡは、３ＧＰＰロングタームエボリュー
ション（ＬＴＥ）、または先進ＵＴＲＡにおけるアップリンク多元接続スキームとして実
施されることができる。
【００１５】
　高速パケットアクセス（ＨＳＰＡ）は、高速ダウンリンクパケットアクセス（ＨＳＤＰ
Ａ）技術、および高速アップリンクパケットアクセス（ＨＳＵＰＡ）技術、または拡張ア
ップリンク（ＥＵＬ）技術を含むことができ、そしてＨＳＰＡ＋技術を含むこともできる
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。ＨＳＤＰＡ、ＨＳＵＰＡ、およびＨＳＰＡ＋は、それぞれ第３世代パートナーシッププ
ロジェクト（３ＧＰＰ）仕様のリリース５、リリース６、およびリリース７の一部分であ
る。
【００１６】
　高速ダウンリンクパケットアクセス（ＨＳＤＰＡ）は、ネットワークからユーザ装置（
ＵＥ：user equipment）へのデータ送信を最適化する。ここにおいて使用されるように、
ネットワークからユーザ装置ＵＥへの送信は、「ダウンリンク」（ＤＬ：downlink）と称
されることができる。送信方法は、数Ｍビット／ｓのデータレートを可能にすることがで
きる。高速ダウンリンクパケットアクセス（ＨＳＤＰＡ）は、モバイル無線ネットワーク
の容量を増大させることができる。高速アップリンクパケットアクセス（ＨＳＵＰＡ）は
、端末からネットワークへのデータ送信を最適化することができる。ここにおいて使用さ
れるように、端末からネットワークへの送信は、「アップリンク」（ＵＬ：uplink）と称
されることができる。アップリンクデータ送信方法は、数Ｍビット／ｓのデータレートを
可能にすることができる。ＨＳＰＡ＋は、３ＧＰＰ仕様のリリース７の中で指定されるよ
うに、アップリンクとダウンリンクとの両方においてさらなる改善さえも提供する。高速
パケットアクセス（ＨＳＰＡ）法は、一般的に、大量のデータを送信するデータサービス
、例えば、ボイスオーバーＩＰ（ＶｏＩＰ：Voice over IP）、ビデオ会議、およびモバ
イルオフィスアプリケーション、において、ダウンリンクとアップリンクとの間のより高
速な相互作用を可能にする。
【００１７】
　ハイブリッド自動反復要求（ＨＡＲＱ：hybrid automatic repeat request）などの高
速データ送信プロトコルは、アップリンクとダウンリンクとの上で使用されることができ
る。ハイブリッド自動反復要求（ＨＡＲＱ）など、そのようなプロトコルは、受信側が、
誤って受信されている可能性のあるパケットの再送信を自動的に要求することを可能にす
る。
【００１８】
　様々な実施形態は、ここにおいて、アクセス端末に関連して説明される。アクセス端末
は、システム、加入者ユニット、加入者局、移動局、モバイル、リモート局、リモート端
末、モバイルデバイス、ユーザ端末、端末、ワイヤレス通信デバイス、ユーザエージェン
ト、ユーザデバイス、またはユーザ装置（ＵＥ）と、呼ばれることもできる。アクセス端
末は、セルラ電話、コードレス電話、セッション開始プロトコル（ＳＩＰ：Session Init
iation Protocol）電話、ワイヤレスローカルループ（ＷＬＬ：wireless local loop）局
、携帯情報端末（ＰＤＡ）、ワイヤレス接続機能を有するハンドヘルドデバイス、コンピ
ューティングデバイス、またはワイヤレスモデムに接続された他の処理デバイスとするこ
とができる。さらに、様々な実施形態は、ここにおいて、基地局に関連して説明される。
基地局は、アクセス端末（単数または複数）と通信するために利用されることができ、そ
してアクセスポイント、ノードＢ(Node B)、進化ノードＢ（ｅＮｏｄｅＢ：Evolved Node
 B）または何らかの他の専門用語と称されることもできる。
【００１９】
　図１は、いくつかのユーザをサポートするように構成された例示のワイヤレス通信シス
テム１００を示しており、この中で、様々な開示された実施形態および態様が、実施され
ることができる。図１に示されるように、例として、システム１００は、例えば、マクロ
セル１０２ａ～１０２ｇなど、複数のセル１０２のための通信を提供し、各セルは、対応
するアクセスポイント（ＡＰ）１０４（ＡＰ１０４ａ～１０４ｇなど）によってサービス
されている。各セルは、さらに、１つまたは複数のセクタへと分割されることができる。
また、ユーザ装置（ＵＥ）として交換可能に知られてもいる、ＡＴ１０６ａ～１０６ｋを
含む様々なアクセス端末（ＡＴ）１０６は、システム全体を通して分散されている。各Ａ
Ｔ１０６は、例えば、ＡＴがアクティブであるかどうかと、それがソフトハンドオフ状態
にあるかどうかとに応じて、与えられた瞬間に順方向リンク（ＦＬ）および／または逆方
向リンク（ＲＬ）の上で１つまたは複数のＡＰ１０４と通信することができる。ワイヤレ
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ス通信システム１００は、大きな地理的領域にわたってサービスを提供することができ、
例えば、マクロセル１０２ａ～１０２ｇは、近隣における少数のブロックをカバーするこ
とができる。
【００２０】
　図２は、ネットワーク環境内におけるアクセスポイント基地局の展開を可能にする例示
の通信システムを示している。図２に示されるように、システム２００は、例えば、ＨＮ
Ｂ２１０など、複数のアクセスポイント基地局、またはホームノードＢユニット（ＨＮＢ
：Home Node B units）を含んでおり、その各々は、例えば、１つまたは複数のユーザ住
居２３０の中など、対応する小規模ネットワーク環境の中にインストールされ、そして関
連するユーザ装置、ならびに異質なユーザ装置（ＵＥ）２２０をサーブするように構成さ
れている。各ＨＮＢ２１０は、さらに、ＤＳＬルータ（図示されず）、あるいは代わりに
ケーブルモデム（図示されず）を経由して、インターネット２４０と、モバイルオペレー
タコアネットワーク２５０とに結合される。
【００２１】
　ここにおいて説明される実施形態は、３ＧＰＰの専門用語を使用しているが、実施形態
は、３ＧＰＰ（Ｒｅｌ９９、Ｒｅｌ５、Ｒｅｌ６、Ｒｅｌ７）技術、ならびに３ＧＰＰ２
（１ｘＲＴＴ、１ｘＥＶ－ＤＯ　Ｒｅｌ０、ＲｅｖＡ、ＲｅｖＢ）技術、および他の既知
であり、そして関連した技術に対して適用されることができることを理解すべきである。
ここにおいて説明されるそのような実施形態においては、ＨＮＢ２１０の所有者は、例え
ば、モバイルオペレータコアネットワーク２５０を通して提供される３Ｇモバイルサービ
スなどのモバイルサービスに加入し、そしてＵＥ２２０は、マクロセルラ環境と住居の小
規模ネットワーク環境との両方の中で動作することができる。
【００２２】
　次に図３を参照すると、例示のワイヤレス通信システム３００が提供される。ワイヤレ
ス通信システム３００は、簡潔にするために、１つの基地局３１０と、１つのアクセス端
末３５０とを示している。しかしながら、システム３００は、複数の基地局および／また
は複数のアクセス端末を含むことができ、ここで追加の基地局および／またはアクセス端
末は、下記に説明される例の基地局３１０とアクセス端末３５０と、実質的に類似してお
り、あるいはそれらとは異なったものとすることができることを理解すべきである。さら
に、基地局３１０および／またはアクセス端末３５０は、それらの間のワイヤレス通信を
容易にするためにここにおいて説明されるシステムおよび／または方法を使用することが
できることを理解すべきである。
【００２３】
　基地局３１０において、いくつかのデータストリームについてのトラフィックデータは
、データソース３１２から送信（ＴＸ）データプロセッサ３１４へと供給される。一例に
よれば、各データストリームは、それぞれのアンテナ上で送信されることができる。ＴＸ
データプロセッサ３１４は、そのデータストリームが符号化されたデータを提供するため
に選択される特定の符号化スキームに基づいてトラフィックデータをフォーマットし、符
号化し、そしてインタリーブする。
【００２４】
　各データストリームについての符号化されたデータは、直交周波数分割多重化（ＯＦＤ
Ｍ）技法を使用してパイロットデータと多重化されることができる。追加して、または代
わりに、パイロットシンボルは、周波数分割多重化（ＦＤＭ）され、時分割多重化（ＴＤ
Ｍ）され、あるいは符号分割多重化（ＣＤＭ）されることもできる。パイロットデータは
、一般的に、知られている方法で処理される、知られているデータパターンであり、そし
てチャネル応答を推定するためにアクセス端末３５０において使用されることができる。
各データストリームについての多重化されたパイロットデータと、符号化されたデータと
は、そのデータストリームが変調シンボルを供給するために選択される特定の変調スキー
ム（例えば、２相位相変調（ＢＰＳＫ：binary phase-shift keying）、４相位相変調（
ＱＰＳＫ：quadrature phase-shift keying）、Ｍ相位相変調（Ｍ－ＰＳＫ：M-phase-shi
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ft keying）、Ｍ値直交振幅変調（Ｍ－ＱＡＭ：M-quadrature amplitude modulation）な
ど）に基づいて変調される（例えば、シンボルマッピングされる）ことができる。各デー
タストリームについてのデータレート、符号化、および変調は、プロセッサ２３０によっ
て実行され、または提供される命令によって決定されることができる。
【００２５】
　データストリームについての変調シンボルは、ＴＸ　ＭＩＭＯプロセッサ３２０へと供
給されることができ、このＴＸ　ＭＩＭＯプロセッサは、さらに、（例えば、ＯＦＤＭに
ついての）変調シンボルを処理することができる。次いで、ＴＸ　ＭＩＭＯプロセッサ３
２０は、ＮＴ個の変調シンボルストリームをＮＴ個の送信機（ＴＭＴＲ）３２２ａないし
３２２ｔへと供給する。様々な実施形態においては、ＴＸ　ＭＩＭＯプロセッサ３２０は
、データストリームのシンボルに対して、そしてシンボルが送信されている元のアンテナ
に対して、ビーム形成重み(beamforming weights)を適用する。
【００２６】
　各送信機３２２は、１つまたは複数のアナログ信号を供給するためにそれぞれのシンボ
ルストリームを受信し、処理し、そしてさらにＭＩＭＯチャネル上での送信のために適切
な被変調信号を供給するために、アナログ信号を調整する（例えば、増幅し、フィルタを
かけ、そしてアップコンバートする）。さらに、送信機３２２ａないし３２２ｔからのＮ

Ｔ個の被変調信号は、それぞれＮＴ個のアンテナ３２４ａないし３２４ｔから送信される
。
【００２７】
　アクセス端末３５０において、送信された被変調信号は、ＮＲ個のアンテナ３５２ａな
いし３５２ｒによって受信され、そして各アンテナ３５２からの受信信号は、それぞれの
受信機（ＲＣＶＲ）３５４ａないし３５４ｒへと供給される。各受信機３５４は、それぞ
れの信号を調整し（例えば、フィルタをかけ、増幅し、そしてダウンコンバートし）、サ
ンプルを供給するために調整された信号をデジタル化し、そしてさらに対応する「受信さ
れた」シンボルストリームを供給するためにサンプルを処理する。
【００２８】
　ＲＸデータプロセッサ３６０は、ＮＴ個の「検出された」シンボルストリームを供給す
るために、特定の受信機処理技法に基づいてＮＲ個の受信機３５４からのＮＲ個の受信シ
ンボルストリームを受信し、そして処理することができる。ＲＸデータプロセッサ３６０
は、データストリームについてのトラフィックデータを回復するために、検出された各シ
ンボルストリームを復調し、デインタリーブし、そして復号することができる。ＲＸデー
タプロセッサ３６０による処理は、基地局３１０におけるＴＸ　ＭＩＭＯプロセッサ３２
０と、ＴＸデータプロセッサ３１４とによって実行される処理に対して相補的である。
【００２９】
　プロセッサ３７０は、上記に論じられるように、どの使用可能な技術を利用すべきかを
定期的に決定することができる。さらに、プロセッサ３７０は、行列インデックス部分(m
atrix index portion)と、ランク値部分(rank value portion)とを備える逆方向リンクメ
ッセージを定式化（formulate）することができる。
【００３０】
　逆方向リンクメッセージは、通信リンクおよび／または受信データストリームに関する
様々なタイプの情報を備えることができる。逆方向リンクメッセージは、データソース３
３６からいくつかのデータストリームについてのトラフィックデータも受信するＴＸデー
タプロセッサ３３８によって処理され、変調器３８０によって変調され、送信機３５４ａ
ないし３５４ｒによって調整され、そして基地局３１０へと返信されることができる。
【００３１】
　基地局３１０において、アクセス端末３５０からの被変調信号は、アンテナ３２４によ
って受信され、受信機３２２によって調整され、復調器３４０によって復調され、そして
アクセス端末３５０によって送信される逆方向リンクメッセージを抽出するためにＲＸデ
ータプロセッサ３４２によって処理される。さらに、プロセッサ３３０は、ビーム形成重
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みを決定するためにどのプリコーディング行列を使用すべきかを決定するために、抽出さ
れたメッセージを処理することができる。
【００３２】
　プロセッサ３３０および３７０は、それぞれ基地局３１０およびアクセス端末３５０に
おいて（例えば、制御する、協調させる、管理するなどの）演算を命令することができる
。それぞれのプロセッサ３３０および３７０は、プログラムコードとデータとを記憶する
メモリ３３２および３７２に関連づけられることができる。プロセッサ３３０および３７
０は、それぞれアップリンクおよびダウンリンクについての周波数とインパルス応答の推
定値を導き出すために計算を実行することもできる。
【００３３】
　一実施形態においては、基地局電力は、変化する干渉トポロジの関数として適応させら
れる。そのような実施形態内では、基地局は、隣接する基地局の送信（すなわち、無線通
信を経由してアクセス可能な基地局からの送信）を監視するためにダウンリンクの中で定
期的にリッスンする。図４においては、任意のタイプのアクセスポイントが、そのような
隣接する送信を監視することができる例示のシステムが提供される。
【００３４】
　図に示されるように、システム４００は、複数のアクセスポイントＡＰ１４２０、ＡＰ

２４３０、およびＡＰ３４４０を含むことができ、これらのアクセスポイントのおのおの
は、特定の送信電力で信号を送信する。ここで、ＡＰ１４２０、ＡＰ２４３０、およびＡ
Ｐ３４４０のおのおのの無線到達範囲内の任意のロケーションについて、それぞれのアク
セスポイントのおのおのからの干渉の寄与が、実現されることになることを理解すべきで
ある。各寄与は、一般に、そのロケーションと送信するアクセスポイントとの間の距離、
ならびにアクセスポイントの実際の送信電力、の両方の関数になる。例えば、ＵＥ４１０
の観点から、ＡＰ１４２０、ＡＰ２４３０、およびＡＰ３４４０からの合計の干渉は、
【数１】

【００３５】
に比例している可能性があり、ここで送信電力ｉ（ＴｒａｎｓｍｉｔｔＰｏｗｅｒｉ）は
、各アクセスポイントについてのそれぞれの送信電力を表すのに対して、距離ｉ（Ｄｉｓ
ｔａｎｃｅｉ）は、ＵＥ４１０と、アクセスポイントのおのおのとの間のそれぞれの距離
である。したがって、特定のロケーションに最も近接したアクセスポイントは、必ずしも
最も大きい干渉に寄与するとは限らないことに注意すべきである。例えば、ＡＰ１４２０
からのＵＥ４１０における「受信電力」は、その送信電力が距離における格差を克服する
ために十分に大きい場合には、ＡＰ３４４０よりも大きくすることができる。したがって
、以下では、特定のロケーションに対して「最も近い」アクセスポイントは、そのロケー
ションにおける最大の「受信電力」を提供するアクセスポイントと称されることになる。
【００３６】
　一実施形態においては、隣接するアクセスポイントの間の干渉を緩和するために、ＡＰ

１４２０、ＡＰ２４３０、およびＡＰ３４４０のどちらかが、他のアクセスポイントから
受信されるビーコンに応じてその送信電力を変化させるように構成されていることができ
る。さらに、ＡＰ１４２０、ＡＰ２４３０、およびＡＰ３４４０のどちらかが、他のアク
セスポイントのうちの任意のものからの「受信電力」を検出するように構成されているこ
とができ、これは、次いで、干渉を最小にするための適切な送信電力を決定するために使
用されることができる。例えば、ＡＰ１４２０の観点から、ＡＰ２４３０が、「最も近い
」隣接するアクセスポイントと見なされる場合、ＡＰ１４２０は、その送信電力をＡＰ２

４３０の送信電力の半分に設定することができる。
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【００３７】
　ここで、隣接するアクセスポイントの受信電力レベルだけが測定されることができるこ
とに注意すべきである。一般的に、送信電力レベルは、ある値に固定され知られている定
数であるので、概略の距離を計算することに伴う問題点はあまり存在しない。しかしなが
ら、いくつかの実施形態では、送信電力は、適応的に変化している。したがって、代わり
に、送信電力レベルは、放送されることもできる（十分に低い周期性で、したがって、そ
れは深刻なオーバーヘッドにはならない－非常に低頻度に、例えば１日に１回、送信電力
レベルの適応を想定する）。
【００３８】
　次に、図５を参照すると、その送信電力を動的に変化させるように構成された例示のア
クセスポイントのブロック図が、提供されている。一態様においては、アクセスポイント
５００は、図に示されるように、プロセッサコンポーネント５１０と、インターフェース
コンポーネント５２０と、メモリコンポーネント５３０と、電力制御ユニット５４０と、
を含むことができる。
【００３９】
　一態様においては、プロセッサコンポーネント５１０は、複数の機能のうちのどれかを
実行することに関連したコンピュータ可読命令を実行するように構成されている。プロセ
ッサコンポーネント５１０は、アクセスポイント５００から通信されるべき情報を分析す
ること、および／またはインターフェースコンポーネント５２０、メモリコンポーネント
５３０および／または電力制御ユニット５４０によって利用されることができる情報を生
成すること、に専用の単一のプロセッサ、または複数のプロセッサとすることができる。
加えて、または代替として、プロセッサコンポーネント５１０は、アクセスポイント５０
０の１つまたは複数のコンポーネントを制御するように構成されていることができる。
【００４０】
　別の態様においては、メモリコンポーネント５３０は、プロセッサコンポーネント５１
０に結合され、そしてプロセッサコンポーネント５１０によって実行されるコンピュータ
可読命令を記憶するように構成されている。メモリコンポーネント５３０はまた、共通の
関連付けリストを有する基地局のリストを含む任意の複数の他のタイプのデータ、ならび
にプロセッサコンポーネント５１０、インターフェースコンポーネント５２０、および／
または電力制御ユニット５４０のうちのどれかによって生成されるデータ、を記憶するよ
うに構成されていることもできる。メモリコンポーネント５３０は、ランダムアクセスメ
モリ、バッテリバックアップメモリ、ハードディスク、磁気テープなどとして含むいくつ
かの異なるコンフィギュレーションの形で構成されていることができる。圧縮や自動バッ
クアップ（例えば、独立ドライブコンフィギュレーションの冗長アレイの使用）など、様
々な特徴が、メモリコンポーネント５３０上に実施されることもできる。
【００４１】
　図に示されるように、アクセスポイント５００はまた、インターフェースコンポーネン
ト５２０を含んでいる。いくつかの態様においては、インターフェースコンポーネントは
また、プロセッサコンポーネント５１０に結合され、そしてアクセスポイント５００を外
部エンティティとインターフェースさせるように構成されている。例えば、インターフェ
ースコンポーネント５２０は、上記の放送信号を受信するように、そして同様に隣接する
アクセスポイントからの受信電力を検出するための専用のハードウェアを含むように、構
成されていることができる。いくつかの実施形態においては、インターフェースコンポー
ネント５２０は、望ましい干渉トポロジを提供する相互の電力合意を容易にするために隣
接するアクセスポイントとメッセージを交換するように構成されていることもできる。
【００４２】
　さらに別の態様においては、電力制御コンポーネント５４０は、プロセッサコンポーネ
ント５１０に結合され、そしてアクセスポイント５００の送信電力を変化させるように構
成されている。さらに、一態様においては、電力制御コンポーネント５４０と、プロセッ
サコンポーネント５１０とは、隣接するアクセスポイントのそれぞれの信号強度を確認す
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るように一緒に機能し、この信号強度は、次いで、アクセスポイント５００の送信電力を
調整するために使用される。電力制御コンポーネント５４０は、トリガするコンポーネン
トをさらに含むことができ、このトリガするコンポーネントは、いつ電力調整が起こり得
るかを決定するために利用されることができることに注意すべきである。例えば、電力制
御コンポーネント５４０は、個別の各送信の前に、かつ／または固定された時間間隔で、
電力調整を実行するように構成されていることができる。電力制御コンポーネント５４０
はまた、インターフェースコンポーネント５２０が、あらかじめ決定されたしきい値を超
過する受信電力を検出する場合に、電力調整を実行するにすぎないように構成されている
こともできる。
【００４３】
　図６を参照すると、ここにおいて開示される態様に従ってアクセスポイントの送信電力
を変化させることを可能にするシステム６００が示されている。システム６００は、例え
ば、基地局またはワイヤレス端末の内部に存在することができる。図に示されるように、
システム６００は、プロセッサ、ソフトウェア、またはそれらの組み合わせ（例えば、フ
ァームウェア）によって実施される機能を表すことができる機能ブロックを含んでいる。
システム６００は、組み合わせて動作することができる電気コンポーネントの論理グルー
プ分け６０２を含んでいる。図に示されるように、論理グループ分け６０２は、隣接する
アクセスポイントを検出するための電気コンポーネント６１０を含むことができる。さら
に、論理グループ分け６０２は、隣接するアクセスポイントの信号強度を確認するための
電気コンポーネント６１２、ならびに隣接するアクセスポイントのそれぞれの信号強度に
基づいてアクセスポイントの送信電力を変化させるための電気コンポーネント６１４、を
含むことができる。さらに、システム６００は、電気コンポーネント６１０、６１２、お
よび６１４に関連する機能を実行するための命令を保持するメモリ６２０を含むことがで
きる。メモリ６２０の外部にあるように示されるが、電気コンポーネント６１０、６１２
、および６１４は、メモリ６２０内に存在することができることを理解すべきである。
【００４４】
　後続の考察においては、どのようにして上記の方法／システムが、アクセスポイントに
おける送信電力を変化させるかについての特定の例が、提供される。特に、実施形態は、
開示された主題を実施するための様々な考えられる組み合わせを示すように提供される。
ここで、そのような実施形態は、例示の目的だけのために提供され、そして可能性のある
アプリケーションの網羅的なリストとして解釈されるべきではないことを理解すべきであ
る。
【００４５】
　図７において、感覚データ（ｓｅｎｓｏｒｙ　ｄａｔａ）からアクセスポイントの送信
電力を変化させるための例示の方法を示すフローチャートが、提供される。図に示される
ように、プロセス７００は、ステップ７１０から開始され、ここで、隣接するアクセスポ
イントの存在が検出される。ここで、そのような受信電力をセンスするための専用のハー
ドウェアが、必要とされる可能性があることに注意すべきである。次いで、ステップ７１
０から得られる感覚データは、検出された信号を送信したアクセスポイントの信号強度（
すなわち、受信電力）を決定するためにステップ７２０において処理されることができる
。次いで、信号強度は、ステップ７３０においてメモリに記憶される。
【００４６】
　ステップ７４０において、次に、アクセスポイントは、電力調整を実行すべきかどうか
を決定するためのトリガメカニズムを含むことができる。例えば、電力調整が、毎日、特
定の時刻に起こるにすぎないようにプログラムされた場合、プロセス７００は、その日に
受信されるすべての信号強度の記録を単に取り、そしてその日についての「平均」受信電
力に基づいてその送信電力を調整することができる。ステップ７４０におけるトリガは、
受信電力の大きさの関数とすることもできる。ここで、その大きさがしきい値を超過する
場合に、電力調整のみが起こる。別の実施形態においては、プロセス７００は、どのよう
な送信を行うことにも先立って調整を自動的に実行することができる。
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【００４７】
　特定のトリガメカニズムに応じて、プロセス７００は、それ故に、ステップ７１０にお
ける隣接するアクセスポイントを検出することへとループバックするか、あるいは調整決
定が行われるステップ７５０へと進むかのいずれかとすることができる。プロセス７００
が、ステップ７５０へと続く場合には、調整が必要であるかどうかを決定することはまた
、特定のトリガメカニズムに依存する可能性があることに注意すべきである。例えば、ト
リガメカニズムが、しきい値を超過する受信電力に基づいていた場合、プロセス７００は
、そのようなしきい値が超過されるたび毎に調整を行うように設計されることができる。
しかしながら、トリガが、特定の時間間隔の期限切れに基づいていた場合、ステップ７５
０は、状況が調整を認証することさえするかどうかを決定する必要がある可能性がある（
例えば、隣接するアクセスポイントが、検出されない場合、調整は必要でない可能性があ
る）。したがって、調整が必要と見なされる場合、アクセスポイントの送信電力は、後で
ステップ７６０において調整される。そうでなければ、プロセス７００は、ステップ７１
０における隣接するアクセスポイントを検出することへとループバックする。
【００４８】
　図８を参照すると、放送信号からアクセスポイントの送信電力を変化させるための例示
の方法を示すフローチャートが提供されている。図に示されるように、プロセス８００は
、ステップ８０５から開始され、ここで放送信号が、受信される。ここで、放送信号は、
複数のタイプのデータのうちのどれを含むこともできることを理解すべきである。例えば
、一実施形態においては、放送信号それ自体は、隣接するアクセスポイントについての送
信電力パラメータを含むことができる。
【００４９】
　ひとたび受信された後に、次いで、放送信号は、ステップ８１０において放送を送信し
た隣接するアクセスポイントの信号強度を確認するために利用される。さらに、信号強度
は、放送に含まれる処理データから（放送するアクセスポイントのロケーションと送信電
力とに関する情報に基づいて簡単な計算を実行することにより）、あるいは上記の専用の
ハードウェアによって収集される感覚データから、のいずれかから得られる。
【００５０】
　次いでプロセス８００は、ステップ８１５へと進み、ここで調整の決定が行われる。こ
こで、ステップ８１０において得られる信号強度に基づいて、調整が必要でないことが（
例えば、信号強度が、しきい値を超過しないので）、決定される可能性があり、ここでプ
ロセス８００は、ステップ８３５におけるその現在の電力レベルを維持することにより結
論を出すことになる。
【００５１】
　他方、調整が、本当に必要である場合、プロセス８００は、ステップ８２０へと進むこ
とができ、ここでアクセスポイントは、隣接するアクセスポイントと直接に通信する。そ
のような通信は、例えば、隣接するアクセスポイントが干渉を回避するためにその送信電
力を低減させるための要求を含むことができる。ステップ８２５において、次いで、プロ
セス８００は、隣接するアクセスポイントからの応答（またはその欠如）の解釈と共に継
続する。ひとたび応答が解釈された後に、後続の調整の決定が、ステップ８３０において
行われる。ここで、そのような決定は、例えば、それが実際にその送信電力を低減させる
ことになることを示す隣接するアクセスポイントに基づいたものとすることができる。そ
うである場合、プロセス８００は、ステップ８３５へと続き、ここで現在の電力レベルは
、維持される。しかしながら、電力調整が、依然として必要であることが決定される場合
には、プロセス８００は、ステップ８４０へと続く。
【００５２】
　ステップ８４０において、隣接するアクセスポイントが、再びコンタクトされるべきか
どうかについての決定が行われる。これは、例えば、隣接するアクセスポイントが、最初
のコンタクトに応答しないときに起こる可能性がある。隣接するアクセスポイントは、「
対案(counter-offer)」を送信している可能性もあり、これは、その対案に対する応答を
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提供するようにプロセス８００に要求することになる。ステップ８４０において行われる
決定に応じて、プロセス８００は、それ故に、ステップ８２０において隣接するアクセス
ポイントとの後続の通信に従事し、あるいはステップ８４５においてその送信電力を調整
することができる。
【００５３】
　別の例示の実施形態においては、限られた関連付けを有する基地局が考慮される。その
ような実施形態内では、特定のアクセスポイントは、すぐ近くの基地局の数、それらが受
信されている強度、および／またはすぐ近くの基地局によって提供される限られた関連付
けのレベル、の任意の組み合わせに基づいてその送信電力を変化させることができる。
【００５４】
　一態様においては、最初の２つの特徴は、ダウンリンクビーコンをリッスンすることに
よって簡単に決定される。第３の特徴は、システムインプリメンテーションに応じて部分
的に学習可能とすることができる。したがって、一実施形態においては、どのモバイルが
、任意の基地局に関連づけることが可能とされるかを知ることは、対象となる現在の基地
局のセル境界を設定する助けとなる。一例として、同じ住宅が、複数の基地局（例えば、
下位レベル－基底部における１つのものと、上位レベルにおける別のもの）を有する可能
性があり、そしてこれは、複数の基地局（同じ限られた関連付けを有する）を非常に接近
して置くことを伴うことになる。
【００５５】
　一般に、限られた関連付けを有する基地局という文脈内で電力レベルを変化させること
は、以下の例示の方法によって達成されることができる。最初に現在の基地局と同じ関連
付けリスト（または少なくともかなりのサブセット）を共有する基地局のリストが、識別
されることができる。次に、そのリストの中の各基地局について、送信電力レベルは、ビ
ーコン強度に基づいて監視される。一実施形態においては、送信電力が、適応的に変化し
ている場合、送信電力レベルもまた、放送されることができる。その隣接する基地局のお
のおのの送信電力を確認するとすぐに、現在の基地局の送信電力は、そのリストの中の最
も近い基地局の約半分になるように選択されることができる。代替実施形態においては、
例えば、近くにあるが、関連付けリストを共有しない基地局に関して、スペクトル再使用
(spectrum reuse)に基づいた干渉管理技法が、利用されることもできることに注意すべき
である。
【００５６】
　次に図９を参照すると、様々な態様に従って実施される、例示の通信システム９００が
複数のセル：セルＩ９０２、セルＭ９０４を含めて、提供されている。ここで、隣接する
セル９０２、９０４は、セル境界領域９６８によって示されるように少しだけオーバーラ
ップしており、それによって隣接するセルにおいて基地局によって送信される信号の間の
信号干渉に対する潜在性を生成していることに注意すべきである。システム９００の各セ
ル９０２、９０４は、３つのセクタを含んでいる。複数のセクタに再分割されていないセ
ル（Ｎ＝１）と、２つのセクタを有するセル（Ｎ＝２）と、３つより多いセクタを有する
セル（Ｎ＞３）とは、やはり様々な態様に従って可能である。セル９０２は、第１のセク
タ、セクタＩ９１０と、第２のセクタ、セクタＩＩ９１２と、第３のセクタ、セクタＩＩ
Ｉ９１４と、を含む。各セクタ９１０、９１２、９１４は、２つのセクタ境界領域を有し
ており、各境界領域は、２つの隣接セクタの間で共有される。
【００５７】
　セクタ境界領域は、隣接するセクタにおいて基地局によって送信される信号の間の信号
干渉の潜在性を提供する。線９１６は、セクタＩ９１０とセクタＩＩ９１２との間のセク
タ境界領域を表し、線９１８は、セクタＩＩ９１２とセクタＩＩＩ９１４との間のセクタ
境界領域を表し、線９２０は、セクタＩＩＩ９１４とセクタＩ９１０との間のセクタ境界
領域を表す。同様に、セルＭ９０４は、第１のセクタ、セクタＩ９２２と、第２のセクタ
、セクタＩＩ９２４と、第３のセクタ、セクタＩＩＩ９２６と、を含む。線９２８は、セ
クタＩ９２２とセクタＩＩ９２４との間のセクタ境界領域を表し、線９３０は、セクタＩ
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Ｉ９２４とセクタＩＩＩ９２６との間のセクタ境界領域を表し、線９３２は、セクタＩＩ
Ｉ９２６とセクタＩ９２２との間の境界領域を表す。セルＩ９０２は、基地局（ＢＳ）、
基地局Ｉ９０６と、各セクタ９１０、９１２、９１４の中の複数のエンドノード（ＥＮ）
と、を含む。セクタＩ９１０は、それぞれワイヤレスリンク９４０、９４２を経由してＢ
Ｓ９０６に結合されたＥＮ（１）９３６と、ＥＮ（Ｘ）９３８と、を含み、セクタＩＩ９
１２は、それぞれワイヤレスリンク９４８、９５０を経由してＢＳ９０６に結合されたＥ
Ｎ（１’）９４４と、ＥＮ（Ｘ’）９４６と、を含み、セクタＩＩＩ９１４は、それぞれ
ワイヤレスリンク９５６、９５８を経由してＢＳ９０６に結合されたＥＮ（１’’）９５
２と、ＥＮ（Ｘ’’）９５４と、を含む。同様に、セルＭ９０４は、基地局Ｍ９０８と、
各セクタ９２２、９２４、９２６の中の複数のエンドノード（ＥＮ）と、を含む。セクタ
Ｉ９２２は、それぞれワイヤレスリンク９４０’、９４２’を経由してＢＳ　Ｍ９０８に
結合されたＥＮ（１）９３６’と、ＥＮ（Ｘ）９３８’と、を含み、セクタＩＩ９２４は
、それぞれワイヤレスリンク９４８’、９５０’を経由してＢＳ　Ｍ９０８に結合された
ＥＮ（１’）９４４’と、ＥＮ（Ｘ’）９４６’と、を含み、セクタＩＩＩ９２６は、そ
れぞれワイヤレスリンク９５６’、９５８’を経由してＢＳ９０８に結合されたＥＮ（１
’’）９５２’と、ＥＮ（Ｘ’’）９５４’と、を含む。
【００５８】
　システム９００はまた、それぞれネットワークリンク９６２、９６４を経由してＢＳ　
Ｉ９０６と、ＢＳ　Ｍ９０８とに結合されたネットワークノード９６０を含んでいる。ネ
ットワークノード９６０はまた、ネットワークリンク９６６を経由して、他のネットワー
クノード、例えば、他の基地局、ＡＡＡサーバノード、中間ノード、ルータなどと、イン
ターネットとに結合される。ネットワークリンク９６２、９６４、９６６は、例えば、光
ファイバケーブルとすることができる。各エンドノード、例えば、ＥＮ　Ｉ９３６は、送
信機ならびに受信機を含むワイヤレス端末とすることができる。ワイヤレス端末、例えば
、ＥＮ（１）９３６は、システム９００を通して移動することができ、そしてＥＮが現在
位置しているセルの中の基地局とワイヤレスリンクを経由して通信することができる。ワ
イヤレス端末（ＷＴ）、例えば、ＥＮ（１）９３６は、基地局、例えば、ＢＳ９０６、お
よび／またはネットワークノード９６０を経由してシステム９００の中の、あるいはシス
テム９００の外部のピアノード、例えば、他のＷＴと通信することができる。ＷＴ、例え
ば、ＥＮ（１）９３６は、セル電話、ワイヤレスモデムを有する携帯端末などのモバイル
通信デバイスとすることができる。それぞれの基地局は、トーンを割り当てるために、そ
して残りのシンボル期間、例えば、非ストリップシンボル期間の中でトーンホッピングを
決定するために使用される方法とは異なる、ストリップシンボル期間についての異なる方
法を使用してトーンサブセット割り当てを実行する。ワイヤレス端末は、それらが特定の
ストリップシンボル期間にデータおよび情報を受信するために使用することができるトー
ンを決定するために、基地局から受信される情報、例えば、基地局スロープＩＤ、セクタ
ＩＤの情報、と一緒にトーンサブセット割り当て方法を使用する。トーンサブセット割り
当てシーケンスは、それぞれのトーンを通してセクタ間およびセル間の干渉を拡散するた
めに、様々な態様に従って構築される。主題のシステムは、セルラモードという文脈内で
主として説明されたが、複数のモードが、ここにおいて説明される態様に従って利用可能
で、そして使用可能でもよいことを理解すべきである。
【００５９】
　図１０は、様々な態様に従って一例の基地局１０００を示している。基地局１０００は
、異なるトーンサブセット割り当てシーケンスが、セルのそれぞれの異なるセクタタイプ
について生成された、トーンサブセット割り当てシーケンスを実施する。基地局１０００
は、図９のシステム９００の基地局９０６、９０８のうちの任意の一方として使用される
ことができる。基地局１０００は、その上で様々な要素１００２、１００４、１００６、
１００８、および１０１０が、データおよび情報を交換することができるバス１００９に
よって一緒に結合される受信機１００２と、送信機１００４と、プロセッサ１００６、例
えばＣＰＵと、入出力インターフェース１００８と、メモリ１０１０と、を含む。
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【００６０】
　受信機１００２に結合されたセクタ化されたアンテナ１００３は、基地局のセル内の各
セクタからのワイヤレス端末送信からデータおよび他の信号、例えば、チャネル報告、を
受信するために使用される。送信機１００４に結合されたセクタ化されたアンテナ１００
５は、基地局のセルの各セクタ内のワイヤレス端末１１００（図１１参照）に対してデー
タおよび他の信号、例えば、制御信号、パイロット信号、ビーコン信号など、を送信する
ために使用される。様々な態様においては、基地局１０００は、複数の受信機１００２と
複数の送信機と、例えば、各セクタについての個別の受信機１００２と各セクタについて
の個別の送信機１００４と、を使用することができる。プロセッサ１００６は、例えば、
汎用の中央演算処理装置（ＣＰＵ）とすることができる。プロセッサ１００６は、メモリ
１０１０に記憶される１つまたは複数のルーチン１０１８の指示の下に基地局１０００の
オペレーションを制御し、そしてそれらの方法を実施する。Ｉ／Ｏインターフェース１０
０８は、ＢＳ１０００を他の基地局、アクセスルータ、ＡＡＡサーバノードなどに結合す
る他のネットワークノードと、他のネットワークと、インターネットとに対する接続を提
供する。メモリ１０１０は、ルーチン１０１８と、データ／情報１０２０とを含む。
【００６１】
　データ／情報１０２０は、データ１０３６と、ダウンリンクストリップシンボル時間情
報１０４０およびダウンリンクトーン情報１０４２を含むトーンサブセット割り当てシー
ケンス情報１０３８と、複数のセットのＷＴ情報：ＷＴ１情報１０４６およびＷＴＮ情報
１０６０を含むワイヤレス端末（ＷＴ）データ／情報１０４４と、を含む。各セットのＷ
Ｔ情報、例えば、ＷＴ１情報１０４６は、データ１０４８と、端末ＩＤ１０５０と、セク
タＩＤ１０５２と、アップリンクチャネル情報１０５４と、ダウンリンクチャネル情報１
０５６と、モード情報１０５８と、を含む。
【００６２】
　ルーチン１０１８は、通信ルーチン１０２２と、基地局制御ルーチン１０２４と、を含
む。基地局制御ルーチン１０２４は、スケジューラモジュール１０２６と、ストリップシ
ンボル期間についてのトーンサブセット割り当てルーチン１０３０、シンボル期間の残り
、例えば、非ストリップシンボル期間、についての他のダウンリンクトーン割り当てホッ
ピングルーチン１０３２、およびビーコンルーチン１０３４を含むシグナリングルーチン
(signaling routines)１０２８と、を含む。
【００６３】
　データ１０３６は、ＷＴへの送信に先立って符号化するために、送信機１００４の符号
器１０１４に送信されることになる、送信されるべきデータと、受信に続いて受信機１０
０２の復号器１０１２を通して処理されているＷＴからの受信データと、を含む。ダウン
リンクストリップシンボル時間情報１０４０は、スーパースロット、ビーコンスロット、
ウルトラスロットの構造情報などのフレーム同期化構造情報、ならびに与えられたシンボ
ル期間がストリップシンボル期間であるかどうかと、もしそうである場合にストリップシ
ンボル期間のインデックスと、ストリップシンボルが、基地局によって使用されるトーン
サブセット割り当てシーケンスを切り捨てるリセットするポイントであるかどうかとを指
定する情報、を含む。ダウンリンクトーン情報１０４２は、基地局１０００に割り当てら
れるキャリア周波数と、ストリップシンボル期間に割り当てられるべきトーンおよびトー
ンサブセットのセットについての数および周波数と、スロープ、スロープインデックス、
セクタタイプなど、他のセルおよびセクタの特有の値と、を含む情報を含んでいる。
【００６４】
　データ１０４８は、ＷＴ１　１１００がピアノードから受信しているデータと、ＷＴ１
　１１００がピアノードに送信されることを望むデータと、ダウンリンクチャネル品質報
告フィードバック情報と、を含むことができる。端末ＩＤ１０５０は、ＷＴ１　１１００
を識別する基地局１０００によって割り当てられたＩＤである。セクタＩＤ１０５２は、
ＷＴ１　１１００が動作しているセクタを識別する情報を含んでいる。セクタＩＤ１０５
２は、例えば、セクタタイプを決定するために使用されることができる。アップリンクチ
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ャネル情報１０５４は、ＷＴ１　１１００が、例えば、データについてのアップリンクト
ラフィックチャネルセグメント、要求、電力制御、タイミング制御などについての専用ア
ップリンク制御チャネルを使用するために、スケジューラ１０２６によって割り当てられ
ているチャネルセグメントを識別する情報を含んでいる。ＷＴ１　１１００に割り当てら
れる各アップリンクチャネルは、各論理トーンが、アップリンクホッピングシーケンスに
続いている１つまたは複数の論理トーンを含む。ダウンリンクチャネル情報１０５６は、
ＷＴ１　１１００に対してデータおよび／または情報を搬送するために、スケジューラ１
０２６によって割り当てられているチャネルセグメント、例えば、ユーザデータについて
のダウンリンクトラフィックチャネルセグメント、を識別する情報を含んでいる。ＷＴ１
　１１００に割り当てられる各ダウンリンクチャネルは、おのおのが、ダウンリンクホッ
ピングシーケンスに続いている１つまたは複数の論理トーンを含む。モード情報１０５８
は、ＷＴ１　１１００のオペレーションの状態、例えば、スリープ、ホールド、オン、を
識別する情報を含んでいる。
【００６５】
　通信ルーチン１０２２は、様々な通信オペレーションを実行するように、そして様々な
通信プロトコルを実施するように、基地局を制御する。基地局制御ルーチン１０２４は、
基本的な基地局の機能タスク、例えば、信号の生成および受信、スケジューリングを実行
するように、そしてストリップシンボル期間中にトーンサブセット割り当てシーケンスを
使用して信号をワイヤレス端末に対して送信することを含めていくつかの態様の方法のス
テップを実施するように、基地局１０００を制御するために使用される。
【００６６】
　シグナリングルーチン１０２８は、その復号器１０１２を有する受信機１００２と、そ
の符号器１０１４を有する送信機１００４とのオペレーションを制御する。シグナリング
ルーチン１０２８は、送信データ１０３６と制御情報との生成を制御することを担う。ト
ーンサブセット割り当てルーチン１０３０は、本態様の方法を使用して、そしてダウンリ
ンクストリップシンボル時間情報１０４０と、セクタＩＤ１０５２とを含むデータ／情報
１０２０を使用して、ストリップシンボル期間の中で使用されるべきトーンサブセットを
構築する。ダウンリンクトーンサブセット割り当てシーケンスは、セルの中の各セクタタ
イプについて異なり、そして隣接セルについて異なることになる。ＷＴ１１００は、ダウ
ンリンクトーンサブセット割り当てシーケンスに従ってストリップシンボル期間の中で信
号を受信し、基地局１０００は、送信信号を生成するために同じダウンリンクトーンサブ
セット割り当てシーケンスを使用する。他のダウンリンクトーン割り当てホッピングルー
チン１０３２は、ストリップシンボル期間以外のシンボル期間にわたって、ダウンリンク
トーン情報１０４２と、ダウンリンクチャネル情報１０５６とを含む情報を使用してダウ
ンリンクトーンホッピングシーケンスを構築する。ダウンリンクデータトーンホッピング
シーケンスは、セルの複数のセクタを通して同期化される。ビーコンルーチン１０３４は
、ビーコン信号、例えば、１つまたは少数のトーン上に集中させられる比較的高電力信号
の信号、の送信を制御し、このビーコン信号は、同期化目的のために、例えば、ダウンリ
ンク信号のフレームタイミング構造と、それ故にウルトラスロット境界に関するトーンサ
ブセット割り当てシーケンスとを同期させるために、使用されることができる。
【００６７】
　図１１は、図９に示されるシステム９００のワイヤレス端末（エンドノード）のうちの
任意の１つ、例えば、ＥＮ（１）９３６、として使用されることができる一例のワイヤレ
ス端末（エンドノード）１１００を示している。ワイヤレス端末１１００は、トーンサブ
セット割り当てシーケンスを実施する。ワイヤレス端末１１００は、その上で様々な要素
１１０２、１１０４、１１０６、１１０８が、データおよび情報を交換することができる
バス１１１０によって一緒に結合された、復号器１１１２を含む受信機１１０２と、符号
器１１１４を含む送信機１１０４と、プロセッサ１１０６と、メモリ１１０８と、を含む
。基地局（および／または異種のワイヤレス端末）からの信号を受信するために使用され
るアンテナ１１０３が、受信機１１０２に結合される。信号を例えば、基地局（および／
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または異種のワイヤレス端末）に対して送信するために使用されるアンテナ１１０５が、
送信機１１０４に結合される。
【００６８】
　プロセッサ１１０６、例えば、ＣＰＵは、ワイヤレス端末１１００のオペレーションを
制御し、そしてメモリ１１０８の中のルーチン１１２０を実行すること、およびデータ／
情報１１２２を使用することにより、方法を実施する。
【００６９】
　データ／情報１１２２は、ユーザデータ１１３４と、ユーザ情報１１３６と、トーンサ
ブセット割り当てシーケンス情報１１５０と、を含む。ユーザデータ１１３４は、基地局
に対する送信機１１０４による送信に先立って符号化するための符号器１１１４に対して
経路指定されることになる、ピアノードのために意図されるデータと、受信機１１０２の
中で復号器１１１２によって処理されている、基地局から受信されるデータと、を含むこ
とができる。ユーザ情報１１３６は、アップリンクチャネル情報１１３８と、ダウンリン
クチャネル情報１１４０と、端末ＩＤ情報１１４２と、基地局ＩＤ情報１１４４と、セク
タＩＤ情報１１４６と、モード情報１１４８と、を含む。アップリンクチャネル情報１１
３８は、ワイヤレス端末１１００が、基地局に対して送信するときに使用するために、基
地局によって割り当てられているアップリンクチャネルセグメントを識別する情報を含ん
でいる。アップリンクチャネルは、アップリンクトラフィックチャネルと、専用アップリ
ンク制御チャネル、例えば、要求チャネルと、電力制御チャネルと、タイミング制御チャ
ネルと、を含むことができる。各アップリンクチャネルは、各論理トーンが、アップリン
クトーンホッピングシーケンスに続いている、１つまたは複数の論理トーンを含む。アッ
プリンクホッピングシーケンスは、セルの各セクタタイプの間で、そして隣接セルの間で
異なっている。ダウンリンクチャネル情報１１４０は、基地局が、データ／情報をＷＴ１
１００へと送信しているときに使用するために、基地局によってＷＴ１１００に割り当て
られているダウンリンクチャネルセグメントを識別する情報を含んでいる。ダウンリンク
チャネルは、ダウンリンクトラフィックチャネルと、割り当てチャネルとを含むことがで
き、各ダウンリンクチャネルは、１つまたは複数の論理トーンを含み、各論理トーンは、
ダウンリンクホッピングシーケンスに続いており、これは、セルの各セクタの間で同期化
される。
【００７０】
　ユーザ情報１１３６はまた、基地局によって割り当てられた識別情報である端末ＩＤ情
報１１４２と、ＷＴが通信を確立している特定の基地局を識別する基地局ＩＤ情報１１４
４と、ＷＴ１１００が現在位置している、セルの特定のセクタを識別するセクタＩＤ情報
１１４６と、を含む。基地局ＩＤ１１４４は、セルスロープ値を提供し、そしてセクタＩ
Ｄ情報１１４６は、セクタインデックスタイプを提供し、セルスロープ値と、セクタイン
デックスタイプとは、トーンホッピングシーケンスを導き出すために使用されることがで
きる。ユーザ情報１１３６にやはり含まれるモード情報１１４８は、ＷＴ１１００が、ス
リープモードにあるか、ホールドモードにあるか、あるいはオンモードにあるかを識別す
る。
【００７１】
　トーンサブセット割り当てシーケンス情報１１５０は、ダウンリンクストリップシンボ
ル時間情報１１５２と、ダウンリンクトーン情報１１５４と、を含む。ダウンリンクスト
リップシンボル時間情報１１５２は、スーパースロット、ビーコンスロット、ウルトラス
ロットの構造情報などのフレーム同期化構造情報、ならびに与えられたシンボル期間が、
ストリップシンボル期間であるかどうかと、もしそうである場合にストリップシンボル期
間のインデックスと、ストリップシンボルが、基地局によって使用されるトーンサブセッ
ト割り当てシーケンスを切り捨てるリセットするポイントであるかどうかとを指定する情
報、を含む。ダウンリンクトーン情報１１５４は、基地局に割り当てられるキャリア周波
数と、ストリップシンボル期間に割り当てられるべきトーンおよびトーンサブセットのセ
ットについての数および周波数と、スロープ、スロープインデックス、セクタタイプなど
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、他のセルおよびセクタの特有の値と、を含む情報を含んでいる。
【００７２】
　ルーチン１１２０は、通信ルーチン１１２４と、ワイヤレス端末制御ルーチン１１２６
と、を含む。通信ルーチン１１２４は、ＷＴ１１００によって使用される様々な通信プロ
トコルを制御する。ワイヤレス端末制御ルーチン１１２６は、受信機１１０２と、送信機
１１０４との制御を含めて基本的なワイヤレス端末１１００の機能を制御する。ワイヤレ
ス端末制御ルーチン１１２６は、シグナリングルーチン１１２８を含んでいる。シグナリ
ングルーチン１１２８は、ストリップシンボル期間についてのトーンサブセット割り当て
ルーチン１１３０と、シンボル期間の残り、例えば、非ストリップシンボル期間について
の他のダウンリンクトーン割り当てホッピングルーチン１１３２と、を含む。トーンサブ
セット割り当てルーチン１１３０は、いくつかの態様と、基地局から送信されるプロセス
によって受信されるデータとに従ってダウンリンクトーンサブセット割り当てシーケンス
を生成するために、ダウンリンクチャネル情報１１４０と、基地局ＩＤ情報１１４４、例
えば、スロープインデックスおよびセクタタイプと、ダウンリンクトーン情報１１５４と
を含むユーザデータ／情報１１２２を使用する。他のダウンリンクトーン割り当てホッピ
ングルーチン１１３０は、ストリップシンボル期間以外のシンボル期間にわたって、ダウ
ンリンクトーン情報１１５４と、ダウンリンクチャネル情報１１４０とを含む情報を使用
して、ダウンリンクトーンホッピングシーケンスを構築する。トーンサブセット割り当て
ルーチン１１３０は、プロセッサ１１０６によって実行されるときに、いつ、そしてどの
トーン上で、ワイヤレス端末１１００は、基地局９００からの１つまたは複数ストリップ
シンボル信号を受信すべきかを決定するために使用される。アップリンクトーン割り当て
ホッピングルーチン１１３０は、それが送信すべきトーンを決定するために、基地局から
受信される情報と一緒に、トーンサブセット割り当て関数を使用する。
【００７３】
　１つまたは複数の例示の実施形態において、説明される機能は、ハードウェア、ソフト
ウェア、ファームウェア、またはそれらの任意の組み合わせの形で実施されることができ
る。ソフトウェアの形で実施される場合、それらの機能は、コンピュータ可読媒体上に１
つまたは複数の命令またはコードとして記憶され、あるいは送信されることができる。コ
ンピュータ可読媒体は、ある場所から別の場所へのコンピュータプログラムの転送を容易
にする任意の媒体を含めて、コンピュータストレージ媒体と、通信媒体との両方を含んで
いる。ストレージ媒体は、コンピュータによってアクセスされることができる使用可能な
任意の媒体とすることができる。例として、限定するものではないが、そのようなコンピ
ュータ可読媒体は、ＲＡＭ、ＲＯＭ、ＥＥＰＲＯＭ、ＣＤ－ＲＯＭまたは他の光ディスク
ストレージ、磁気ディスクストレージまたは他の磁気ストレージデバイス、あるいは命令
またはデータ構造の形態で望ましいプログラムコードを搬送し、または記憶するために使
用されることができ、そしてコンピュータによってアクセスされることができる他の任意
の媒体、を備えることができる。また、任意の接続は、コンピュータ可読媒体と適切に名
づけられることもある。例えば、ソフトウェアが、同軸ケーブル、光ファイバケーブル、
ツイストペア(twisted pair)、デジタル加入者回線（ＤＳＬ）、または赤外線、無線、マ
イクロ波などのワイヤレス技術を使用して、ウェブサイト、サーバ、または他のリモート
ソースから送信される場合、そのときには同軸ケーブル、光ファイバケーブル、ツイスト
ペア、ＤＳＬ、または赤外線、無線、マイクロ波などのワイヤレス技術は、媒体の定義の
中に含まれる。ここにおいて使用されるようなディスク(Disk)およびディスク(disc)は、
コンパクトディスク（ＣＤ：compact disc）、レーザーディスク（登録商標）(laser dis
c)、光ディスク(optical disc)、デジタル多用途ディスク（ＤＶＤ：digital versatile 
disc）、フロッピー（登録商標）ディスク、およびブルーレイディスク(blu-ray disc)を
含み、ここでディスク(disks)は通常、データを磁気的に再生するが、ディスク(discs)は
、レーザを用いて光学的にデータを再生する。上記
の組み合わせもまた、コンピュータ可読媒体の範囲内に含められるべきである。
【００７４】
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　実施形態が、プログラムコードまたはコードセグメントの形で実施されるときに、コー
ドセグメントは、プロシージャ、ファンクション、サブプログラム、プログラム、ルーチ
ン、サブルーチン、モジュール、ソフトウェアパッケージ、クラス、あるいは命令、デー
タ構造、またはプログラムステートメント(program statements)の任意の組み合わせを表
すことができることを理解すべきである。コードセグメントは、情報、データ、引き数、
パラメータ、またはメモリ内容を渡すこと、および／または受け取ることにより、別のコ
ードセグメントまたはハードウェア回路に結合されることができる。情報、引き数、パラ
メータ、データなどは、メモリ共有化、メッセージパッシング、トークンパッシング、ネ
ットワーク送信などを含めて適切な任意の手段を使用して、渡され、転送され、あるいは
送信されることができる。さらに、いくつかの態様においては、方法またはアルゴリズム
のステップおよび／またはアクションは、コンピュータプログラムプロダクトに組み込ま
れることができる、機械可読媒体および／またはコンピュータ可読媒体上のコードおよび
／または命令の１つ、または任意の組み合わせ、あるいはセットとして存在することがで
きる。
【００７５】
　ソフトウェアインプリメンテーションでは、ここにおいて説明される技法は、ここにお
いて説明される機能を実行するモジュール（例えば、プロシージャ、ファンクションなど
）を用いて実施されることができる。ソフトウェアコードは、メモリユニットに記憶され
、そしてプロセッサによって実行されることができる。メモリユニットは、プロセッサ内
部に、あるいはプロセッサの外部に実施されることができ、外部の場合においては、メモ
リユニットは、当技術分野において知られているように様々な手段を経由してプロセッサ
に通信するように結合されることができる。
【００７６】
　ハードウェアインプリメンテーションでは、処理ユニットは、ここにおいて説明される
機能を実行するように設計された１つまたは複数の特定用途向け集積回路（ＡＳＩＣ）、
デジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）、デジタル信号処理デバイス（ＤＳＰＤ）、プログラ
マブル論理デバイス（ＰＬＤ）、フィールドプログラマブルゲートアレイ（ＦＰＧＡ）、
プロセッサ、コントローラ、マイクロコントローラ、マイクロプロセッサ、他の電子ユニ
ット、あるいはそれらの組み合わせの内部に実施されることができる。
【００７７】
　上記で説明されているものは、１つまたは複数の実施形態の例を含んでいる。上記に述
べられた実施形態を説明する目的のためにコンポーネントまたは方法のあらゆる考えられ
る組み合わせを説明することは、もちろん可能ではないが、当業者は、様々な実施形態の
多数のさらなる組み合わせと置換とが可能であることを認識することができる。したがっ
て、説明されている実施形態は、添付の特許請求の範囲の精神および範囲の内部に含まれ
るすべてのそのような変更、修正、および変形を包含するように意図される。さらに、用
語「含む(includes)」が、詳細な説明または特許請求の範囲のいずれかにおいて使用され
る限りでは、そのような用語は、「備えている(comprising)」が、請求項におけるトラン
ジショナルワード(transitional word)として使用されるときに解釈されるように、用語
「備えている(comprising)」と同様にして包含的であるように意図される。
【００７８】
　ここにおいて使用されるように、用語「推論する(infer)」こと、または「推論(infere
nce)」は、一般に、イベントおよび／またはデータを経由して取り込まれるような１セッ
トの観察からシステム、環境、および／またはユーザの状態について推理する(reasoning
)プロセス、あるいはそれらの状態を推論するプロセスを意味する。推論は、特定のコン
テキストまたはアクションを識別するために使用されることができ、あるいは例えば状態
についての確率分布を生成することができる。推論は、確率論的であり、すなわちデータ
およびイベントの考察に基づいた、対象となる状態にわたっての確率分布の計算とするこ
とができる。推論はまた、１セットのイベントおよび／またはデータから、よりハイレベ
ルのイベントを構成するために使用される技法を意味することもできる。そのような推論
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は、それらのイベントが、時間的に非常に近接して相関づけられるか否かにかかわらず、
そしてそれらのイベントおよびデータが、１つまたはいくつかのイベントおよびデータの
ソースに由来しているかどうかにかかわらず、１セットの観察されたイベントおよび／ま
たは記憶されたイベントデータから新しいイベントまたはアクションの構築をもたらす。
【００７９】
　さらに、本願において使用されるように、「コンポーネント」、「モジュール」、「シ
ステム」などの用語は、ハードウェア、ファームウェア、ハードウェアとソフトウェアと
の組み合わせ、ソフトウェア、または実行中のソフトウェアのいずれであっても、コンピ
ュータに関連したエンティティを意味するように意図される。例えば、コンポーネントは
、それだけには限定されないが、プロセッサ上で実行されるプロセス、プロセッサ、オブ
ジェクト、実行形式(executable)、実行スレッド(thread of execution)、プログラム、
および／またはコンピュータとすることができる。例証として、コンピューティングデバ
イス上で実行されるアプリケーションと、コンピューティングデバイスとの両方は共に、
コンポーネントとすることができる。１つまたは複数のコンポーネントは、プロセスおよ
び／または実行スレッドの内部に存在することができ、そしてコンポーネントは、１台の
コンピュータ上に局所化され、かつ／または２台以上のコンピュータの間で分散されるこ
とができる。さらに、これらのコンポーネントは、様々なデータ構造がその上に記憶され
ている様々なコンピュータ可読媒体から実行することもできる。コンポーネントは、１つ
または複数のデータパケット（例えば、ローカルシステム、分散システムにおける別のコ
ンポーネントと、かつ／またはインターネットなどのネットワークを通して信号を経由し
て他のシステムと、相互作用する１つのコンポーネントからのデータ）を有する信号など
に従って、ローカルおよび／またはリモートのプロセスを経由して通信することができる
。
　以下に、本願出願の当初の特許請求の範囲に記載された発明を付記する。
［Ｃ１］　ワイヤレス環境内のアクセスポイントにおける電力制御を容易にするための方
法であって：
　少なくとも１つの隣接するアクセスポイントの存在を検出することと、なお、前記少な
くとも１つの隣接するアクセスポイントは、前記アクセスポイントの無線到達範囲内にあ
る；
　前記少なくとも１つの隣接するアクセスポイントについての隣接する信号強度を確認す
ることと、なお、前記隣接する信号強度は、前記少なくとも１つの隣接するアクセスポイ
ントから信号を送信することに関連する隣接する送信電力の関数である；
　前記隣接する信号強度の関数として内部送信電力を変化させることと、なお、前記内部
送信電力は、前記アクセスポイントから信号を送信することに関連する；
　を備える方法。
［Ｃ２］　前記決定するステップは、放送信号を受信すること、
　をさらに備えるＣ１に記載の方法。
［Ｃ３］　前記放送信号は、前記隣接する送信電力の表示と、前記少なくとも１つの隣接
するアクセスポイントについてのロケーションとを含み、前記確認するステップは、前記
隣接する送信電力の前記表示と、前記少なくとも１つの隣接するアクセスポイントについ
ての前記ロケーションとの関数として前記隣接する信号強度を近似すること、
　をさらに備える、Ｃ２に記載の方法。
［Ｃ４］　前記検出するステップは、受信電力を検出すること、
　をさらに備え、前記受信電力は、前記少なくとも１つ隣接するアクセスポイントを起源
とする信号から前記アクセスポイントにおいて検出される電力の量に対応し、
　前記確認するステップは、前記受信電力の関数として前記隣接する信号強度を確認する
こと、
　をさらに備える、Ｃ１に記載の方法。
［Ｃ５］　前記変化させるステップは、固定された時間間隔に応じて前記変化させるステ
ップを実行すること、



(22) JP 5296099 B2 2013.9.25

10

20

30

40

50

　をさらに備える、Ｃ１に記載の方法。
［Ｃ６］　前記変化させるステップは、前記アクセスポイントからの複数の信号送信のお
のおのに先立って前記変化させるステップを実行すること、
　をさらに備える、Ｃ１に記載の方法。
［Ｃ７］　前記確認するステップは、前記隣接する信号強度がしきい値を超過するかどう
かを決定すること、
　をさらに備え、
　前記変化させるステップは、前記隣接する信号強度が前記しきい値を超過する場合だけ
に前記変化させるステップを実行すること、
　をさらに備える、Ｃ１に記載の方法。
［Ｃ８］　前記少なくとも１つの隣接するアクセスポイントに対してメッセージを送信す
ること、なお、前記メッセージは、前記隣接する送信電力を低減させる要求を含む、
　　をさらに備える、Ｃ１に記載の方法。
［Ｃ９］　前記少なくとも１つの隣接するアクセスポイントから応答メッセージを受信す
ること、　をさらに備え、
　前記変化させるステップは、前記応答メッセージの関数として前記内部送信電力を変化
させること、
　をさらに備える、Ｃ８に記載の方法。
［Ｃ１０］　ワイヤレス環境内のアクセスポイントにおける電力制御を容易にするための
システムであって：
　少なくとも１つの隣接するアクセスポイントの存在を決定するように構成されたインタ
ーフェースコンポーネントと、なお、前記少なくとも１つの隣接するアクセスポイントは
、無線通信を経由して前記アクセスポイントにアクセス可能である；
　前記インターフェースコンポーネントと連結され、そしてコンピュータ可読命令を実行
するように構成された処理コンポーネントと、なお、前記命令は、前記少なくとも１つの
隣接するアクセスポイントについての隣接する信号強度を決定するための命令を含み、前
記隣接する信号強度は、前記少なくとも１つの隣接するアクセスポイントからの信号を送
信することに関連する隣接する送信電力に比例している；
　前記処理コンポーネントと連結され、そして前記コンピュータ可読命令を記憶するよう
に構成されたメモリコンポーネントと；
　前記処理コンポーネントと連結され、そして前記隣接する信号強度の関数として内部送
信電力を調整するように構成された電力制御コンポーネントと、なお、前記内部送信電力
は、前記アクセスポイントからの信号を送信するために必要な電力の量である；
　を備えるシステム。
［Ｃ１１］　前記インターフェースコンポーネントは、さらに、放送信号を受信するよう
に構成されている、
　Ｃ１０に記載のシステム。
［Ｃ１２］　前記放送信号は、前記隣接する送信電力の表示と、前記少なくとも１つの隣
接するアクセスポイントについてのロケーションとを含み、前記処理コンポーネントは、
さらに、前記隣接する送信電力の前記表示と、前記少なくとも１つの隣接するアクセスポ
イントについての前記ロケーションとの関数として前記隣接する信号強度を推定するため
の命令を実行するように構成されている、
　Ｃ１１に記載のシステム。
［Ｃ１３］　前記インターフェースコンポーネントは、さらに、受信電力を検出するよう
に構成されており、前記受信電力は、前記少なくとも１つ隣接するアクセスポイントを起
源とする信号から前記アクセスポイントにおいて検出される電力の量に対応しており、
　前記処理コンポーネントは、さらに、前記受信電力の関数として前記隣接する信号強度
を決定するための命令を実行するように構成されている、
　Ｃ１０に記載のシステム。
［Ｃ１４］　前記電力制御コンポーネントは、さらに、固定された時間間隔の後に前記内
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部送信電力を調整するように構成されている、
　Ｃ１０に記載のシステム。
［Ｃ１５］　前記電力制御コンポーネントは、さらに、前記アクセスポイントからの複数
の信号送信のおのおのに先立って前記内部送信電力を調整するように構成されている、
　Ｃ１０に記載のシステム。
［Ｃ１６］　前記処理コンポーネントは、さらに、前記隣接する信号強度が、しきい値を
超過するかどうかを決定するための命令を実行するように構成されており、
　前記電力制御コンポーネントは、さらに、前記隣接する信号強度が前記しきい値を超過
する場合だけに前記内部送信電力を調整するように構成されている、
　Ｃ１０に記載のシステム。
［Ｃ１７］　前記インターフェースコンポーネントは、さらに、前記少なくとも１つの隣
接するアクセスポイントに対してメッセージを送信するように構成されており、前記メッ
セージは、前記隣接する送信電力を低減させる要求を含む、
　Ｃ１０に記載のシステム。
［Ｃ１８］　前記インターフェースコンポーネントは、さらに、前記少なくとも１つの隣
接するアクセスポイントから応答メッセージを受信するように構成されており、
　前記電力制御コンポーネントは、さらに、前記応答メッセージの関数として前記内部送
信電力を調整するように構成されている、
　Ｃ１７に記載のシステム。
［Ｃ１９］　アクセスポイントにおける電力制御を容易にするように構成された少なくと
も１つのプロセッサであって：
　少なくとも１つの隣接するアクセスポイントの存在を検出するための第１のモジュール
と、なお、前記少なくとも１つの隣接するアクセスポイントは、前記アクセスポイントの
無線到達範囲内にある；
　前記少なくとも１つの隣接するアクセスポイントについての隣接する信号強度を確認す
るための第２のモジュールと、なお、前記隣接する信号強度は、前記少なくとも１つの隣
接するアクセスポイントから信号を送信することに関連する隣接する送信電力の関数であ
る；
　前記隣接する信号強度の関数として内部送信電力を変化させるための第３のモジュール
と、なお、前記内部送信電力は、前記アクセスポイントから信号を送信することに関連す
る；
　を備える少なくとも１つのプロセッサ。
［Ｃ２０］　コンピュータに、少なくとも１つの隣接するアクセスポイントの存在を検出
するようにさせるための第１のセットのコードと、なお、前記少なくとも１つの隣接する
アクセスポイントは、前記アクセスポイントの無線到達範囲内にある；
　コンピュータに、前記少なくとも１つの隣接するアクセスポイントについての隣接する
信号強度を確認するようにさせるための第２のセットのコードと、なお、前記隣接する信
号強度は、前記少なくとも１つの隣接するアクセスポイントから信号を送信することに関
連する隣接する送信電力の関数である；
　コンピュータに、前記隣接する信号強度の関数として内部送信電力を変化させるように
させるための第３のセットのコードと、なお、前記内部送信電力は、前記アクセスポイン
トから信号を送信することに関連する；
　を備えるコンピュータ可読媒体、
　を備えるコンピュータプログラム製品。
［Ｃ２１］　少なくとも１つの隣接するアクセスポイントの存在を検出するための手段と
、なお、前記少なくとも１つの隣接するアクセスポイントは、前記アクセスポイントの無
線到達範囲内にある；
　前記少なくとも１つの隣接するアクセスポイントについての隣接する信号強度を確認す
るための手段と、なお、前記隣接する信号強度は、前記少なくとも１つの隣接するアクセ
スポイントから信号を送信することに関連する隣接する送信電力の関数である；
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　前記隣接する信号強度の関数として内部送信電力を変化させるための手段と、前記内部
送信電力は、前記アクセスポイントから信号を送信することに関連する；
　を備える装置。
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